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1 地域の概要 

1.1 対象地域の範囲 

本構想の対象地域の範囲は，京都府京都市全域とします。 

 

図 1 京都市の位置及び用途地域 

 

    出典：京都市都市計画マスタープラン 
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1.2 作成主体 

本構想の作成主体は，京都府京都市とします。個別のプロジェクト事業の具体的な計画につい

ては，その内容に応じて各事業主体と連携して作成します。 

 

1.3 社会的特色 

1.3.1  歴史・沿革 

京都市は，平安建都以来，1,200年を超える歴史を積み重ねてきた都市です。市内中心部は，平

安京造営の際の碁盤目状の道路構成や豊臣秀吉による短冊街区の形成を基礎として，江戸期には

産業発展の基盤となる高瀬川の運河開削等が行われ，明治期には琵琶湖疏水の建設，水道の整備，

道路の拡張，市電の運行をはじめとする大事業が実施されました。昭和初期からは，土地区画整

理事業による計画的な市街地の拡張など，本格的な近代都市としての整備が進められました。 

さらに，市内には，世界遺産を含む数多くの国宝や重要文化財，社寺，歴史的景観を形成する

建築物や庭園，優れた景観，土木遺産，長い歴史に培われた文化，地域コミュニティ，伝統産業，

知的財産など様々な歴史的・文化的資源が存在しています。 

他都市には例を見ない，これら有形無形の蓄積が京都の最大の特性となっており，市民生活の

基盤となるとともに，日本のみならず世界から訪れる多くの人々を魅了しています。 

また,平成 9年には，気候変動枠組条約第 3回締約国会議（COP3）が開催され，先進国の温室効

果ガス削減率や約束期間，運用手法（京都メカニズム）などについて合意した京都議定書が採択

されました。以降，京都市は，全国初となる地球温暖化対策条例を制定するなど，先導的な役割

を果たし，平成 21年 1月に環境モデル都市に指定されています。 

令和元年 5月には，IPCC第 49回総会が開催され，各国の温室効果ガス排出量の算定方法を示

したガイドライン「IPCC京都ガイドライン」が採択されるとともに，開催記念シンポジウムに

おいて，京都市長が「2050 年までの二酸化炭素排出量正味ゼロを目指す覚悟」を全国で初めて

表明するとともに，環境大臣をはじめとする関係者と「1.5℃を目指す京都アピール」を発表し

ました。 

 

1.3.2  人口 

京都市の令和 2年 10 月 1日の推計人口は 1,464,890人，世帯数は 727,566世帯であり，1世

帯当たりの人員は 2.01人となっています。 

図 2 人口・世帯数の推移 

    

 

                   

 

 

 

 

 

出典：国勢調査 
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1.4  地理的特色 

1.4.1  位置 

 京都市は，京都府の南部に位置し，京都盆地の北半分，山科盆地及び丹波高原の東辺の一部か

らなる内陸都市です。人口が約 146 万人を有する政令指定都市で，東京特別区を含めて全国第９

位，京都府の人口の半分以上を占めています。 

また，市制を施行した明治 22（1889）年当時，上京区，下京区の 2区で構成された市域面積は

29.8km2でしたが，順次周辺市町村を編入し，平成 17（2005）年の京北町との合併により東西方向

は約 29km，南北方向は約 49kmに及び市域面積は約 828km2となっています。 

現在，京都市は，京都府南部や滋賀県南西部に及ぶ京都都市圏を形成するとともに，大阪市，

神戸市と並ぶ近畿地方の大都市の一つとして京阪神大都市圏を形成しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                          

1.4.2  地形 

京都市は，三方を山に囲まれ，京都盆地と山科盆地に市街地が形成されています。 

市域を流れる主要な河川は，桂川，宇治川，鴨川の 3河川で，市域南部にて合流し，淀川となっ

て大阪湾に流れ込んでいます。 

 

1.4.3  交通体系 

鉄道は，ＪＲ（東海道新幹線，東海道本線，山陰本線，奈良線，湖西線），京都市営地下鉄（烏

丸線，東西線）のほか，近畿日本鉄道㈱，阪急電鉄㈱，京阪電気鉄道㈱等の私営鉄道が通ってい

ます。 

高速道路は，名神高速鉄道，阪神高速８号線が市の南部を，京都縦貫道が市の西部を通ってい

ます。 

図 3 京都市の位置 

出典：京都市都市計画マスタープラン 
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1.4.4  気候 

気候は,夏と冬に昼と夜の寒暖の差が大きい内陸性気候です。近年都市化の影響もあり，中心市

街地では冬の最低気温が氷点下になることは少ない状況です。ただし，都市化の影響が少ない郊

外，特に北部の山間地域では最低気温は，中心市街地を大幅に下回っています。 

 

1.4.5  面積 

京都市の面積は約 828km2で，京都府の面積（4,613 km2）の約 18％を占めています。そのうち，

森林面積は約 610km2（市面積の 73.7%），耕作地面積は 31km2（市面積の 3.8%）です。 

 

1.5  経済的特色 

1.5.1 産業別人口 

平成 30年度の市内における総生産額は，名目で 6兆 6,629億円，うち最も多いのが製造業で全

体の 22.0％，卸売，次いで小売業が 11.8％，不動産業が 11.3％を占めています。また，平成 27

年度の就業者数は第三次産業（サービス業・不動産業・卸売・小売業など）が全体の 68.6％と圧

倒的に大きく，第二次産業（鉱業・建設業・製造業など）が 19.4％，第一次産業である農林水産

業は全体の 0.7％となっています。 

表 1 市内の産業分類別生産額（名目）（平成 30年度） 

産業分類 生産額(百万円) 比率(%) 

産
業 

農林水産業 4,836 0.1 

鉱業 116 0.002 

製造業 1,459,944 22.03 

電気・ガス・水道・廃棄物処理業 188,641 2.84 

建設業 283,907 4.3 

卸売・小売業 780,764 11.8 

運輸・郵便業 308,280 4.74 

宿泊・飲食サービス業 243,943 3.78 

情報通信業 279,622 4.2 

金融・保険業 260,326 3.9 

不動産業 747,570 11.31 

専門・科学技術，業務支援サービス

ス業 

461,701 7.0 

教育 377,775 5.7 

保健衛生・社会事業 516,299 7.8 

その他のサービス 373,822 5.6 

      計 6,270,874 94.9 

公的等 347,64381 5.1 

合 計 6,629,189 100.0 

出典：京都市の市民経済計算 
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表 2 産業別就業人口の推移 

年 平成 12年 平成 17 年 平成 22年 平成 27年 

単位 人 比率 人 比率 人 比率 人 比率 

第１次 

産業 

農業 5,365 0.8% 5,513 0.8% 4,885 0.7% 4,758 0.7% 

林業 410 0.1% 385 0.1% 335 0.1% 284 0.0% 

漁業 24 0.0% 14 0.0% 9 0.0% 10 0.0% 

第２次 

産業 

鉱業 102 0.0% 46 0.0% 31 0.0% 31 0.0% 

建設業 51,087 7.3% 44,580 6.5% 36,055 5.3% 33,380 5.0% 

製造業 129,587 18.7% 110,834 16.1% 95,601 14.0% 93,888 14.1% 

電気･ガス･
熱供給･水
道業 

2,845 0.4% 2,365 0.3% 2,134 0.3% 2,080 0.3% 

第３次産業 486,687 70.0% 501,701 72.9% 469,141 68.9% 456,166 68.6% 

分類不能 18,543 2.7% 22,830 3.3% 72,664 10.7% 74,612 11.2% 

総就業人口 694,650 100.0% 688,268 100.0% 680,855 100.0% 665,209 100.0% 

出典：国勢調査 

1.5.2  事業所数 

市内には約 71,000の事業所があり，産業大分類別の内訳を見ると，卸売・小売業，宿泊業，飲

食サービス業が多いため，廃棄物系バイオマスが多いと推察できます。 

表 3 業種別事業所数（平成 28年） 

産業分類 大分類 事業所数 

第１次産業 農林漁業 73 

第２次産業 

鉱業，採石業，砂利採取業 2 

建設業 4,249 

製造業 7,530 

第３次産業 

電気・ガス・熱供給・水道業 21 

情報通信業 739 

運輸業・郵便業 1,160 

卸売業・小売業 18,894 

金融業・保険業 959 

不動産業・物品賃貸業 5,745 

学術研究，専門・技術サービス業 2,986 

宿泊業，飲食サービス業 10,391 

生活関連サービス業，娯楽業 5,277 

教育，学習支援業 2,080 

医療，福祉 5,332 

複合サービス事業 265 

サービス業（他に分類されないもの） 4,934 

全産業（公務を除く） 70,637 

出典：経済センサス基礎調査 
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1.5.3  農業 

市内の農業における総生産額は 46億 1千万円（平成 30年度）です。 

収穫量は，野菜では，キャベツ，なす，ねぎが多く，果樹では，かき，ぶどう，ゆずが多い状況

です。  

          表 4 農業における市内総生産  単位：百万円 

平成 26年度 平成 27年度 平成 28 年度 平成 29年度 平成 30年度 

4,019 4,665 5,015 5,152 4,614 

      出典：京都市の市民経済計算 

 

表 5 生産量上位野菜（平成 30年） 

品目 
作付面積 
(ha) 

10a当たりの
収量(kg) 

収穫量 
(t) 

販売数量 
(t) 

キャベツ 147.3 3,868 5,697 5,044 

なす 69.8 5,996 4,185 3,119 

ねぎ 169.0 2,308 3,901 3,168 

トマト 58.9 4,815 2,838 2,059 

きゅうり 50.5 4,104 2,071 1,365 

だいこん 51.7 3,377 1,747 1,116 

たけのこ 183.3 937 1,718 1,214 

ほうれんそう 122.9 1,356 1,667 1,446 

はくさい 29.2 3,475 1,016 607 

こまつな 80.3 1,243 999 913 

ばれいしょ 42.2 
 

2,094 884 517 

たまねぎ 22.9 3,226 737 471 

中小かぶ 29.1 2,472 720 566 

すぐき 26.4 2,698 712 700 

みず菜 38.9 1,797 698 534 

かんしょ 39.6 1,512 599 356 

えだまめ 54.1 1,067 577 478 

その他 240.0 1,417 3,400 2,054 

合計 1,456.1 2,346 34,166 25,728 

注 1．収穫量が 500t 以上のものを品目別に計上した。 

2．数値の単位未満を四捨五入しているため，内訳の合計が総数に合わない場合や利用率 

が合わない場合がある。 

出典：統計で見る京都市の農林業 
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表 6 果樹生産状況（平成 30年）  

品目 
栽培面積 
(ha) 

生産量 
（t） 

10a当たり 
収量（t） 

出荷量 
(t) 

 栽培農家数 
（戸） うち加工仕向量 

か   き 23.1 336.7 5.7 210.7 － 134 

ぶ ど う 17.1 224.6 3.2 147.5 － 43 

ゆ   ず 12.5 120.8 3.8 75.0 5.0 41 

う   め 3.1 12.2 1.5 0.2 － 
0 

64 

も   も 1.0 12.0 4.3 0.3 － 22 

く   り 4.7 8.7 0.9 0.0 － 71 

いちじく 1.2 22.0 4.3 4.4 － 29 

キウイフルーツ 0.6 9.2 5.5 0.0 － 22 

り ん ご 0.7 5.6 2.7 0.9 － 11 

な   し 0.1 2.4 2.9 0.0 － 3 

計 64.1 754.2 34.7 439.1      5.0 393 

  注 1 栽培農家数の栽培面積は平成 30 年 8 月 1 日現在，収穫量，出荷量は平成 30 年内の実績 

                                                 出典：統計で見る京都市の農林業 

 

1.5.4  林業 

市内の林業における総生産額は 2億 5百万円（平成 30年度）です。 

京都市の民有林面積は 59,378ha（地域森林計画対象外森林等 171haを含む）であり，私有林が

97.3%，市有林が 1.7%，財産区有林が 0.1%，京都府有林が 0.5%となっています。また，民有林の

樹種別面積の 62.1%が針葉樹であり，スギ 28.7%，マツ 17.4%，ヒノキ 14.4%の順になっています。  

平成 30 年度の施業状況は，約 11,940m3 の間伐が実施され，土壌改良材やペレット製造等に利

用されています。 

          表 7 林業における市内総生産  単位：百万円 

平成 26年度 平成 27年度 平成 28 年度 平成 29年度 平成 30年度 

272 235 245 213 205 

 出典：京都市の市民経済計算 

 

表 8 間伐材積の推移  単位：m3  

項 目 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平 29成年度 平成 30年度 

間伐材積 11,609 14,155 14,744 13,700 11,940 

うち利用間伐材積 5,588 9,818 9,727 10,550 7,302 

うち切捨間伐材積 6,021 4,337 5,017 3,150 4,638 

                                   出典：京都市調べ 
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表 9 民有林の経営形態別・林種別面積（平成 30 年度）   単位：ha 

出典：統計で見る京都市の農林業 

 

表 10 民有林の樹種別構成（平成 30年度）    単位：面積 ha，蓄積 m3 

項 目 
針葉樹 

広葉樹 その他 合計 
スギ ヒノキ マツ その他 計 

面 積 17,003.57 8,546.45 10,293.37 953.10 36,796.49 21,498.61 912.2 59,207.30 

蓄 積 6,657,203 2,123,697 2,908,759 267,014 11,956,673 3,423,325  15,379,998 

面積割合 28.7％ 14.4％ 17.4％ 1.6％ 62.1％ 36.3％ 1.5％ 100% 

出典：統計で見る京都市の農林業  

区   分 
人工林 天然林 竹林 

特用樹林 

無立木地 

更新困難地 

伐採 
跡地 

合計 
総数 針葉樹 広葉樹 総数 針葉樹 広葉樹 

公
有
林 

京都府 144.21 144.21 - 175.47 29.55 145.92 - 4.67 - 324.35 

京都市 270.25 269.21 1.04 703.54 382.34 321.20 17.02 20.83 - 1,011.64 

財産区 24.40 24.40 - 40.18 23.88 16.30 0.77 7.80 - 73.15 

       計 438.86 437.82 1.04 919.19 435.77 483.42 17.79 33.3 - 1,409.14 

私
有
林 

森林総合研究所 815.14 815.14 - 358.68 85.39 273.29 - 0.56 - 1,174.38 

会社 1,830.04 1,827.15 2.89 2,247.65 807.17 1,440.48 14.32 35.33 6.37 4,133.71 

社寺 1,122.80 1,120.55 2.25 1,516.90 637.17 879.73 24.22 16.29 - 2,680.21 

森林組合 75.06 75.06 - 201.63 118.26 83.37 - 0.98 - 277.67 

慣行共有 1,127.89 1,127.52 0.37 1,739.99 646.64 1,093.35 0.61 27.29 - 2,895.78 

個人 18,526.29 18,448.02 78.27 26,803.04 9,905.30 16,897.74 404.45 314.48 9.37 46,057.63 

その他 147.43 144.07 3.36 419.06 165.46 253.60 9.77 2.52 - 578.76 

計 23,644.65 23,557.51 87.14 33,286.95 12,365.39 20,921.56 453.37 397.45 15.74 57,798.16 

合 計 24,083.51 23,995.33 88.18 34,206.14 12,801.16 21,404.98 471.16 430.75 15.74 59,207.30 
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1.5.5  畜産業 

市内の畜産生産額は 48百万円（平成 29年度）であり，家畜糞尿の発生は少ないと推察で

きます。 

         表 11 畜産生産額の推移  単位：百万円 

平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

85 71.8 80.8 73.0 47.8 48.3 

出典：統計で見る京都市の農林業 

 

1.5.6  商業 

京都市の小売業は，事業所数，従業員数，年間商品販売額は減少傾向にあるものの，平成

28年は従業者数，年間商品販売額が増加に転じました。卸売業は，事業所数，従業者数，年

間商品販売額とも減少傾向にありますが，平成 28年は年間商品販売額が増加に転じました。

こうした傾向から，商業全体では，長期的に，廃棄物系バイオマスは減少傾向にあると推察

できます。 

表 12 小売業の動向 

年 
事業所数 

(箇所) 

従業者数 

(人) 

年間商品販売額 

(万円) 

売場面積 

(m2) 

 平成 14年 18,586 111,400 200,548,767 1,609,477 

 平成 16年 17,956 111,252 203,328,770  － 

 平成 19年 16,834 110,389 201,374,514 1,606,807 

 平成 24年 14,621 104,757 164,991,887 1,426,706 

 平成 28年 13,765 110,948 195,038,439 1,361,476 

出典：経済センサス（活動調査） 

 

表 13 卸売業の動向                  

年 
事業所数 

(箇所) 

従業者数 

(人) 

年間商品販売額 

(万円) 

平成 14年 6,113 61,590 356,430,370 

平成 16年 6,200 60,287 361,175,774 

平成 19年 5,726 57,590 355,528,118 

平成 24年 5,360 58,006 369,668,875 

平成 28年 5,129 55,368 397,746,537 

出典：経済センサス（活動調査） 
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1.5.7  工業（製造業） 

京都市の製造品出荷額等は増加傾向傾向にあります。このうち，食品廃棄物が発生する食

品製造業の出荷額等は微減傾向にあり，食品廃棄物の発生も減少していると推察できます。 

また，家具を含む木材・木製品製造業の出荷額等は横ばい傾向にあり，木くずの発生も変

化がないものと推察できます。 

                   表 14 製造品出荷額等の推移    単位：億円 

業種 平成 25年 平成 26年 平成 27年 平成 28年 平成 29年 平成 30年 令和元年 

総数 20,140 21,092 - 25,373 26,295 26,138 26,653 

食料品 1,184 1,275 - 1,613 1,387 1,442 1,289 

飲料・たばこ・飼料 5,137 4,908 - 7,618 9,240 7,654 7,680 

繊維工業 701 681 - 955 742 717 630 

木材・木製品 52 56 - 69 54 49 73 

家具・装備品 114 129 - 122 121 111 112 

パルプ・紙・紙加工品 251 271 - 256 265 259 248 

印刷・同関連 1,057 1,040 - 1,040 1,392 1,429 1,375 

化学工業 641 639 - 825 777 742 780 

石油製品・石炭製品 χ χ - χ χ χ χ 

プラスチック製品 316 352 - 585 281 260 254 

ゴム製品 12 13 - 10 χ χ χ 

なめし革・同製品・毛皮 44 64 - 74 71 73 74 

窯業・土石製品 352 378 - 405 405 391 391 

鉄鋼業 69 76 - 74 64 83 χ 

非鉄金属 402 417 - 378 491 595 613 

金属製品 533 611 - 637 529 712 738 

はん用機械器具 156 158 - 178 206 230 226 

生産用機械器具 1,272 1,445 - 1,848 1,899 2,132 2,286 

業務用機械器具 2,344 2,410 - 2,161 2,345 2,444 2,372 

電子部品・デバイス・電子回路 2,590 2,828 - 2,709 2,620 3,288 3,549 

電気機械器具 1,666 1,846 - 2,249 1,729 2,124 2,247 

情報通信機械器具 χ χ - χ χ χ 114 

輸送用機械器具 916 1,227 - 1,236 1,149 916 1,092 

その他の製造業 220 251 - 322 393 374 392 

注 「χ」は秘匿措置を行ったもの 

出典：工業統計調査（平成 28年は経済センサス（活動調査）） 
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1.6  再生可能エネルギーの取組  

京都市所有施設の主な再生可能エネルギー関連施設は表 15のとおりです。 

 

表 15 主な再生可能エネルギー関連施設の設置状況（令和 3年 3月末現在） 

種類 施設名称等 
能力 

(kW) 
設置主体 完成年度 

ごみ発電 

南部クリーンセンター第一工場 

南部クリーンセンター第二工場 

東北部クリーンセンター 

北部クリーンセンター 

8,800 

14,000 

15,000 

8,500 

京都市 

昭和 60 

令和元 

平成 12 

平成 18 

バイオマス発電 

（バイオガス） 

南部クリーンセンター第二工場 

バイオガス化施設 
1,000 京都市 令和元 

太陽光発電 

市有施設 

(市長部局) 

京都市庁舎など 

71 施設 84 箇所 
6,487 

京都市 

平成 7～ 

令和 2 

市有施設 

(教育施設) 

小学校・中学校・高校など 

116 施設 147 箇所 
2,016 

平成 8～ 

令和 2 

市有施設 

(上下水道施設) 

鳥羽水環境保全センター

など 12 施設 15 箇所 
3,921 

平成 13～ 

平成 29 

市有施設 

(交通施設) 

九条営業所など 3 施設 3

箇所 
60 

平成 26～ 

平成 27 

市有施設 

(電気自動車等用 

充電設備に併設) 

宝が池公園など 11 施設 

12 箇所 
16 

平成 21～ 

平成 27 

メガソーラー 

発電所 
水垂埋立処分地 4,300 民間 平成 24 

太陽熱利用 

市有施設 

京都市庁舎（分庁舎）など

19 施設 
2,429m2 

京都市 

平成 2～ 

令和 2 

風力発電 
伏見区役所など 

8 施設 8 箇所 
0.6 

平成 16～ 

平成 21 

バイオマス熱利用 

燃料製造 

廃食用油燃料化施設など

2 施設 
- 

平成 16～ 

平成 17 

木質ペレット 

ストーブ 

京北合同庁舎など 48 施

設 
441 

平成 21～ 

令和 2 

木質ペレット 

ボイラー 

京都市庁舎（分庁舎）など 

5 施設 6 箇所 
876 

平成 23～ 

令和元 

水力発電 
石田水環境保全センター

など 3 施設 
9.2 

平成 18～ 

平成 27 

温度差エネルギー

（地中熱利用，井

水熱利用，クール

ピット） 

環境保全活動センターな

ど 13 施設 
- 

平成 13～ 

令和元 

出典：京都市調べ 
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2  地域のバイオマス利用の現状と課題 

2.1  バイオマスの種類別賦存量，利用量及び利用率 

 バイオマスの種類別賦存量，利用量及び利用率について，平成 26年度，直近把握年度で

ある平成 30年度及び中間目標年度である令和 2年度を表 16に示します。 

表 16 バイオマスの賦存量，利用量及び利用率 

  それぞれの賦存量と利用量の上段：湿重量 下段：炭素換算量 

バイオマス 
の種類 

2014 年(平成 26)年度 
〈 実 績 〉 

2018 年(平成 30)年度 
〈 実 績 〉 

2020 年(令和 2)年度 
〈 中 間 目 標 〉 

賦存量 

(千 t/年） 

 利用量 

(千t/年） 

炭素換算 

利用率 

賦存量 

(千 t/年） 

利用量 

(千t/年） 

炭素換算 

利用率 

賦存量 

(千 t/年） 

利用量 

(千t/年） 

炭素換算 

利用率 

未利用 
バイオマス  

   66  12     67  11  63   15    

   15   3.0 20%    15   2.6 18% 14   3.6 26% 

 

農作物 

非食用部 

    9.6   8.9      9.1   8.4  10   10    

    2.3   2.2 95%     2.2   2.1 95% 2.5 2.5 100% 

森林バイオ

マス 

    57   3.3     57    2.2  53   5.0  

    12   0.7 6%    12   0.5 4% 11   1.1 10% 

廃棄物系 
バイオマス 

1,743 521  1,613 566  1,740   550    

169  87 52%   165  95 57% 173   99   57% 

 

木質バイオ

マス 

  116  80    111  79  118   79    

   45  33 74%    42  32 77% 46   32   70% 

紙ごみ 
  242 113    243 130  243   135    

   87  46 52%    89  52 59% 88   53   60% 

食品廃棄物 
  220  44    203  56  326   128    

   22   4.8 22%    20   6.2 30% 26   11   40% 

廃食用油 
    2.8   1.0      2.9   1.0  2.2 1.1  

    2.0   0.7 35%     2.1   0.7 35% 1.6 0.8 50% 

家畜 

排せつ物 

    1.2   1.2      0.7   0.7  2.3 2.3  

    0.1   0.1 100%     0.05   0.05 100% 0.2 0.2 100% 

下水汚泥 
1,161 282  1,053 300  1,048   205    

   13   3.0 24%    11   3.2 28% 11   2.2  20% 

合計 1,809 533  1,680 577  1,803   565    

（鋤き込みを含む）   184  90 49%   180  97 54% 187   102   55% 

注 利用量及び利用率については，ごみ（バイオマス）発電による量は含んでいない。 
 

 

 

賦 存 量：利用の可否に関わらず１年間に発生・排出される量で理論的に求められる潜在的な量 

利 用 量：賦存量のうちバイオマス事業化戦略で示された技術を用いて既に利用している量 

湿 重 量：バイオマスが発生・排出された時点の水分を含んだ現物の状態での重量 

炭素換算量：バイオマスに含まれる元素としての炭素の重量。具体的には，バイオマスの湿重量

から水分量を差し引いた乾重量に炭素割合を乗じた重量 
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図 4 バイオマスの賦存量と利用量（湿重量：平成 30年度） 

単位：t／年  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 バイオマスの賦存量と利用量（炭素換算量：平成 30年度） 

   単位：t／年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.2  バイオマス活用状況及び課題 

 市内の未利用バイオマス及び廃棄物系バイオマスの活用状況と課題を表17,18に示しま

す。賦存量及び利用量については平成30年度実績を示します。ただし，利用量はごみ（バ

イオマス）発電を含みません。利用率は炭素換算比で示しています。 
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利用量 未利用量

1,100,000 
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表 17 未利用バイオマスの活用状況と課題 

バイオマス 活用状況 課 題 

全般 

○ 農作物非食用部については利活用

が進んでいるが，森林バイオマス（間

伐材等）については利用率が低い。 

○ 未利用バイオマス全体の利用率は

18%となっている。 

○ 未利用バイオマスでは，農産物非食

用部がたい肥化，すき込み等でほぼ全

量利用されているのに対し，森林バイ

オマスは利用が進んでおらず，間伐材

等の収集運搬に費用が掛かることが

課題となっている。 

○ 林地残材，間伐材，未利用樹等の有

効活用手法を検討し，森林バイオマス

の持続可能な利用を推進し，森林保全

を図る必要がある。 

農作物 

非食用部 

○ 稲わらやもみ殻，各種農作物(キャベ

ツ，たけのこ等)の農業残さといった農

作物非食用部の賦存量は湿重量9,114t/

年，炭素換算量2,223t/年である。 

○ 農作物非食用部の活用は，大部分が

すき込みである 

○ 国のバイオマス活用推進基本計画

では，「従来の利用に配慮しつつ，

燃料化等によるエネルギー利用や有

用物質抽出等のマテリアル利用の技

術の進展を見極めながら，利用量の

増加を図る」とされている。  

森
林
バ
イ
オ
マ
ス 

 

○ 林地残材，間伐材，未利用樹，竹を

合わせた森林バイオマス賦存量は，湿

重量57,429t/年，炭素換算量12,406t/

年である。 

○ 木質ペレットの生産量は，平成30年

度実績で723t/年である。 

○ 「京都市公共建築物等における木材

利用基本方針」を策定（平成25年9月）

し，公共施設等への市内産木材の利用

を促進している。 

○ 林地残材・間伐材などの木質バイオ

マスを有効に活用するためには，必要

な木材を安定的に供給するなどの供

給面の課題と，良質材から低質材まで

の総合的な需要を喚起するなどの需

要面の課題がある。 

○ 供給面の課題として，路網の整備，

高性能林業機械の活用など，林地残

材・間伐材の搬出の低コスト化を図る

ことが必要。 

○ さらに，本市が公共建築物等におけ

る木材利用に率先して取り組み，民間

における市内産木材の需要拡大につ

なげていくことが必要。 
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バイオマス 活用状況 課 題 

森
林
バ
イ
オ
マ
ス
（
続
き
） 

林地残材 

○ 林地残材は，主伐時に用材として

搬出される以外の，林内に残地され

た枝葉や根元部分で，その賦存量は，

湿重量 7,181t/年，炭素換算量

1,606t/年である。 

○ 各種変換利用技術が開発され，市

外では木質チップによる発電事業

等を実施している地域もあるが，収

集運搬の低コスト化と共に変換利

用技術の研究開発や実証による低

コスト化も必要。  

○ 間伐材の利用は比較的進んでい

るが，林地残材や未利用樹，竹の利

用はほとんど進んでいない。これら

の有効活用の促進策を検討するこ

とが必要。 

間伐材 

○ 間伐材は，間伐しても搬出されず

林内に残置される間伐材のみを集

計し，その賦存量は，湿重量3,757t/

年，炭素換算量840t/年である。 

未利用樹 

○ 未利用樹は，樹木の成長量を前提

とした潜在的な利用可能量で，その

賦存量は，湿重量37,040t/年，炭素

換算8,282t/年である。 

竹 

○ 竹の賦存量は，湿重量では9,450t/

年，炭素換算量では1,678t/年である。 

 

表 18 廃棄物系バイオマスの活用状況と課題 

バイオマス 活用状況 課 題 

全般 

○ 家畜排せつ物，産業廃棄物系の紙

ごみ，建設発生木材，製材残材，木く

ずについては，利活用が進んでいる。 

○ 一般廃棄物系の食品廃棄物，紙ご

みについては，利用率は，それぞれ

14%，57%である。 

○ 産業廃棄物系の建設発生木材や

食品廃棄物などについては利用が

進んでいるが，下水汚泥については

利用率は増加傾向にあるものの， 

29%である。 

○ 廃棄物系バイオマス全体の利用  

率は 57%である。 

○ 一般廃棄物系は，特に賦存量の多

い食品廃棄物，紙ごみについて３Ｒ

（リデュース，リユース，リサイク

ル）を進め，それでも発生するもの

については，新たな技術を活用し

て，最大限エネルギー回収すること

が重要である。 

○ 産業廃棄物系は全般に利用が進

んでいるが，更に利用率を高めてい

く必要がある。 

○ 廃棄物処理業の燃料供給事業へ  

の進出や新たなリサイクル産業の  

創出など，バイオマス事業が基盤的  

な資源，産業の一つとして成長して  

いくことが必要。 
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バイオマス 活用状況 課 題 

 

○ 木質バイオマスの賦存量は，湿重

量 111,221t/ 年 ， 炭 素 換 算 量

42,273t/年である。 

○ 木質バイオマスの利用率は，ごみ

発電を含めると96%であるが，ごみ

発電を除くと77%となっている。 

○ 木質バイオマスによる大規模発

電事業が拡大し，全国的に安価な木

質チップは供給不足の状況。 

○ 木質チップ製造等の既存民間施

設の受入量の余裕がない場合には，

新たな受け皿の確保が必要。 

木
質
バ
イ
オ
マ
ス 

建設発生

木材 

○ 建設発生木材の賦存量は，湿重量 

43,344t/年，炭素換算量19,071t/年

である。そのうち96%(炭素換算比) 

の18,235t/年が製紙原料等に利用。 

○ 比較的高い割合で再生利用され

ており，利用の実態や利用率の推移

を注視していく必要がある。 

製材工場

等残材 

 

○ 製材工場等残材の賦存量は，湿重

量6,644t/年，炭素換算量2,073t/年で

ある。そのうち91%（炭素換算比）の

1,888t/年が製紙原料等に利用。 

○ 製材工場等残材は低コストで調

達が可能であるため，地域産木材の

需要拡大により，市域の林業の活性

化が図られ，副次的な残材の利用が

期待できる。 

木くず 

○  木くずの賦存量は，湿重量

61,223t/年，炭素換算量21,129t/年

である。 

○ 一般廃棄物系の木くずの賦存量

は，湿重量54,614t/年，炭素換算量

18,216t/年である。そのうち，利用

率は54%で，チップ化やたい肥化等

に利用。 

○ 産業廃棄物系の木くずの賦存量

は，湿重量6,619t/年，炭素換算量

2,912t/年である。そのうち，利用率

は82%で，チップ化やたい肥化等に

利用。 

○ クリーンセンターに持ち込まれ

るごみのうち，せん定枝，木箱，生

木などの割合が高く，再生利用への

誘導が必要。 
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バイオマス 活用状況 課 題 

紙ごみ 

○ 紙ごみの賦存量は，湿重量

242,843t/ 年 ， 炭 素 換 算 量

89,004t/年である。 

○ 紙ごみの炭素換算賦存量は

京都市のバイオマスの中で最

も多い。 

○ 紙ごみの利用率は 59%であ

り，製紙(古紙)原料等に利用。 

○ 平成26年6月から，家庭から

出る雑がみの分別・リサイクル

の全市展開をスタート。 

○ 平成27年10月のごみ半減を

目指す「しまつのこころ条例」

の施行にともない，リサイクル

できる紙類の分別義務化。 

○ 家庭からの新聞・雑誌・段ボールは古

紙として回収する仕組みが定着している

が，依然として燃やすごみに含まれる雑

がみが多い。  

○ 古紙の利用率を高めるためには，可能

な限り，回収方法を多様化，充実させる

ことが必要。  

○ 古紙は取引価格によって，リサイクル

に回る量が変動することに留意する必要

がある。 

食品廃棄物 

（生ごみ） 

○ 食品廃棄物の賦存量は，湿重

量202,674t/年，炭素換算量

20,300t/年である。 

○ 一般廃棄物系の食品廃棄物

は，湿重量158,732t/年，炭素

換算量15,762t/年である。 

○ 産業廃棄物系の食品廃棄物

は，湿重量43,941t/年，炭素換

算量4,538t/年である。 

○ 一般廃棄物系の食品廃棄物

は，ごみ発電を含めると100%が

再生利用されているが，ごみ発

電を除くと14%が飼料やたい肥

などに利用されているにとど

まる。 

○ 産業廃棄物系の食品廃棄物

は，88%が飼料やたい肥などに

利用。 

○ 食品廃棄物全体の利用率は30%（ごみ発

電を除く）と低い状況。これは，ごみと

して焼却施設に排出する場合に比べて，

資源化が高コストであることが課題。 

○ 食品リサイクル法に基づく排出事業者

の主体的な取組を促進することが必要。 

○ 中小事業所等では大規模事業所と異な

り，再生利用に取り組むインセンティブ

が低いため，促進対策の検討が必要。 

○ 家庭系では，①食品ロス削減の取組強

化，②地域コミュニティ単位でのたい肥

化の促進などが必要。 

○ また，排出者の環境意識を高めること

も必要。 

○ 食品廃棄物は，分別などの品質面での

制約や，需要面での制約から，たい肥化

や飼料化が難しい場合は，バイオガス化

等によるエネルギー利用が有効であり，

こうした技術の低コスト化が必要。 
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バイオマス 活用状況 課 題 

廃食用油 

○ 廃食用油の賦存量は，湿重量

2,935t/年，炭素換算量2,093t/年で

ある。そのうちの17.7%（炭素換算

比）に当たる371t（家庭系：115t/年，

事業系：256t/年）をバイオディーゼ

ル燃料に変換して，ごみ収集車及び

市バスに利用。 

○ バイオディーゼル燃料の原料と

しては，家庭系の利用量の拡大を図

ることが必要。  

○  ごみ収集車におけるバイオ

ディーゼル燃料100％利用車は平成

22年の排出ガス規制により，車両更

新の際にバイオディーゼル燃料

100％利用車からB5（バイオディー

ゼル燃料5％，軽油95%の混合燃料）

利用車へ変更しており，バイオ

ディーゼル燃料の使用量の減少が

見込まれる。 

下水汚泥 

○ 下水汚泥の賦存量は，湿重量

1,052,919t/ 年 ， 炭 素 換 算 量

11,386t/年である。 

○ 平成25年度から，脱水汚泥等をセ

メント原料に利用 

○ 従来から汚泥処理工程で発生す

る消化ガスを焼却炉の燃料等とし

て有効利用してきたが，平成30年度

に汚泥消化タンク関連施設の再整

備が完了し，消化ガスの更なる有効

利用を推進する。 

○ 令和3年度から，下水汚泥固形燃

料化施設が稼働。 

○ 脱水汚泥等のセメント原料への

利用については，国内のセメント生

産量が平成8年度をピークに減少を

続けており，利用が停滞することが

懸念される。また，京都市では近郊

にセメント原料の受入先が少ない

ことも課題である。 
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3 京都市が目指す将来像 

3.1  目指す将来像 

豊かな森林資源，伝統文化，進取の気性など，京都のまちがもつ「市民力」や「地域力」

を結集し，「自然環境と共生してきた文化，こころ」を大切にしながら，バイオマスの活用

を積極的に推し進め， 

○A  農林業の振興と北部山間地域の活性化 

○B  都市部のバイオマスの有効利用 

○C  先端技術を活用した廃棄物系バイオマスのエネルギー利用 

により，「環境にやさしく災害に強い低炭素社会・循環型社会」の構築を目指します。 

これらの実現に向けて，バイオマス活用に係る既存の取組を着実に実行するとともに，次

のプロジェクト事業に取り組みます。 

①食の循環プロジェクト ⑤「都市油田」発掘プロジェクト 

②バイオガスプロジェクト ⑥バイオディーゼル燃料プロジェクト 

③下水バイオマス活用プロジェクト ⑦森林バイオマス活用プロジェクト 

④せん定枝の分別・リサイクルプロジェクト ⑧先端技術連携プロジェクト 
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図 6 京都市バイオマス産業都市構想イメージ 
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3.2  達成すべき目標 

3.2.1 計画期間 

本構想の計画期間は，平成 29年度から令和 8年度までの 10年間とします。 

 

3.2.2 バイオマス利用目標 

京都市内に存在するバイオマスの利用の度合いを示す「バイオマスの総利用率」について，

4節に示す「プロジェクト事業」に取り組むことで，令和 8年度には 63％まで高めることを

目標としています。 

表 19 バイオマス利用量（率）の達成目標 

  それぞれの賦存量と利用量の上段：湿重量 下段：炭素換算量 

バイオマス 2018 年(平成 30)年度 
〈 実 績 〉 

2026 年(令和 8)年度 
〈 目 標 〉 

の種類 賦存量 

(千 t/年） 

 利用量 

(千 t/年） 

炭素換算 

利用率 

賦存量 

(千 t/年） 

利用量 

(千 t/年） 

炭素換算 

利用率 

未利用 
バイオマス  

 67 11  59 40  

 15    2.6 18% 13 9.1 71% 

 

農作物非食

用部 

  9.1   8.4  8.5 8.5  

  2.2   2.1 95% 2.1 2.1 100% 

森林バイオ

マス 

 57   2.2  50 31  

 12    0.5 4.0% 11 7.0 65% 

 廃棄物系 
バイオマス 

1,613 566  1,545 792  

165  95 57% 156 98 63% 

 

木質バイオ

マス 

111  79  99 76  

 42  32 77% 38 31 82% 

紙ごみ 
243 130  235 130  

 89  52 59% 86 53 61% 

食品廃棄物 
203  56  186 72  

 20   6.2 30% 18 7.5 40% 

廃食用油 
  2.9   1.0  2.8 1.4  

  2.1   0.7 35% 2.0 1.0 50% 

家畜 

排せつ物 

  0.7   0.7  0.7 0.7  

  0.05   0.05 100% 0.05 0.05 100% 

下水汚泥 
1,053 300  1,022 511  

 11   3.2 28% 11 5.5 50% 

合計 1,680 577  1,603 832  

（鋤き込みを含む） 180  97 54% 168 107 63% 

注 利用量及び利用率については，ごみ（バイオマス）発電による量は含んでいない。 
 

4  プロジェクト事業等 

4.1  基本方針 

本市では，未利用バイオマス及び廃棄物系バイオマスの有効活用を進めることにより， 3

節で掲げた「目指すべき将来像」を実現するために，表 20に示すプロジェクト事業を設定
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します。 

各プロジェクトの取組，期待される効果，課題等を次節以降に示します。なお，個別のプ

ロジェクト事業についてはその内容に応じて，近隣市町村や事業者等と連携して実施しま

す。 

表20 京都市バイオマス産業都市構想におけるプロジェクト事業 

プロジェクト 
①食の循環 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 

②ﾊﾞｲｵｶﾞｽ 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 

③下水 

ﾊﾞｲｵﾏｽ活用 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 

④せん定枝の

分別･ﾘｻｲｸﾙ 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 

⑤「都市油

田」発掘 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 

⑥ﾊﾞｲｵﾃﾞｨｰ

ｾﾞﾙ燃料 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 

⑦森林ﾊﾞｲｵﾏｽ

活用 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 

⑧先端技

術連携 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 

バイオマス 
生ごみ 

竹 

家庭系ごみ 

(生ごみ) 
下水汚泥 せん定枝 

事業系ごみ 

(紙ごみ) 
廃食用油 

林地残材 
間伐材 
未利用樹 

地元企業

が有する

先端技術

を，①～

⑦の各プ

ロジェク

トに活用 

発 生 
事業所 

一般家庭 
一般家庭 

事業所 

一般家庭 

事業所 

一般家庭 
事業所 

事業所 

一般家庭 
森林 

変 換 

飼料化 

たい肥化 

炭化 

ﾊﾞｲｵｶﾞｽ化 

ﾊﾞｲｵｶﾞｽ化 
ｾﾒﾝﾄ原料
化固体燃
料化 

固体燃料化 
(ﾁｯﾌﾟ) 
たい肥化 

液体燃料化 

(ｴﾀﾉｰﾙ) 

液体燃料化 

(ﾊﾞｲｵﾃﾞｨｰｾﾞ

ﾙ) 

固体燃料化 

利 用 

飼料， 

たい肥， 

鮮度保持材 

ﾊﾞｲｵｶﾞｽ 

(電気・熱) 

ﾊﾞｲｵｶﾞｽ 
（燃料） 
ｾﾒﾝﾄ原料 

熱 

土壌改良材 

電気・熱 
たい肥 

車両燃料等 車両燃料 電気・熱 

目

的 

地球温暖化

防止 
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

低炭素社会
の構築 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

リサイクル 
システムの

確立 
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

廃棄物の 
減量 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

エネルギー
の創出 

 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

防災・減災
の対策 

 ○ ○  ○ ○ ○ 

森林の保全       ○ 

里地里山の
再生 

○      ○ 

生物多様性
の確保 

      ○ 

雇用の創出 ○      ○ 

各主体の協

働 
○ ○ ○ ○  ○ ○ 

 

4.2  食の循環プロジェクト 

京都市では，人口約 146万人，更に年間 5,000万人以上の観光客が訪れることから，日々，

生ごみが大量に排出され，その多くが焼却されています。 

そこで，平成 29～令和元年度に，たい肥を用いて農畜産物を生産する事業者と，社員食

堂や学生食堂等の飲食事業者とのマッチングを市民，農業者，事業者，行政によるパート

ナーシップ組織が支援しました。本市においては，引き続き飲食事業者に対し，生ごみの飼

料化及びたい肥化によるリサイクルを促すことで，生ごみの焼却量を削減し，環境負荷の低
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い「食の循環」を目指します。 

また，㈱京都環境保全公社では，本市及び近郊で広範囲に存在する竹を炭化し，鮮度保持

材として販売し，タケノコなどの農産物の販売を促進し，「食の循環」に貢献します。 

 

4.3 バイオガスプロジェクト 

本市の南部クリーンセンターに併設されているバイオガス化施設（バイオガス化 60ｔ／

日）において，従来のごみ発電の効率を高めることに加えて，生ごみ等によるバイオガス発

電を行うことにより，ごみの持つエネルギー回収の最大化と温室効果ガスの削減を図りま

す。 

 

4.4  下水バイオマス活用プロジェクト 

下水道施設での省エネルギー化を進め，資源の循環を推進し，低炭素・循環型まちづくり

に貢献するため，再生可能な資源である下水汚泥の有効活用を推進するとともに，埋立処分

量の減量化を図ります。  

具体的には，老朽化した汚泥消化タンク関連施設の再整備を実施し，消化ガス発生量を倍増

（消化ガス有効利用量 2,500 千 Nm3/年）させ，濃度を高めることにより，汚泥焼却炉で使用する

燃料として用います。また，汚泥焼却炉の更新に合わせて固形燃料化施設（処理量 150t／日）

を導入し，石炭の代替燃料となる固形燃料を製造して発電所等で有効利用します。脱水汚泥

等については引き続きセメント原料として有効利用します。 

また，㈱京都環境保全公社では，京都府の洛南浄化センターで発生する下水汚泥を炭化し，

土壌改良材として販売し，農業生産力向上に貢献します。 

 

4.5  せん定枝の分別･リサイクルプロジェクト 

本市では，せん定枝の分別・リサイクルを促進するため，家庭から排出されるせん定枝を

市が回収し，民間事業者にチップ化，たい肥化等のリサイクル処理を委託するとともに，ク

リーンセンターにせん定枝を持ち込む事業者に対して，民間リサイクル施設への誘導に係

る啓発などを実施しています。 

 

4.6 「都市油田」発掘プロジェクト 

本市では，焼却するごみからできるだけエネルギー回収を図るため，全国初の取組となる，

生ごみと紙ごみの混合物を原料としたバイオエタノールの製造やその残渣からバイオガス

を製造する実証実験を平成 23年度から行い，ごみ 1トンあたり，バイオエタノール（純度

99.5%，JIS規格適合）60リットル，バイオガス 130 N㎥の製造に成功しました。 

当該技術について，本市における実用化はコスト等の問題から見送りますが，南部クリー

ンセンター環境学習施設「さすてな京都」で広く紹介するとともに，焼却ごみからのエネル

ギー回収に関する先端技術の情報収集に取組みます。 
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4.7 バイオディーゼル燃料プロジェクト 

本市では，平成９年度から市民回収等による使用済てんぷら油を原料としたバイオ

ディーゼル燃料をごみ収集車及び市バスで使用しています。平成 16年度からは，京都市廃

食用油燃料化施設（原料処理能力年間：150万リットル）を直営で稼動し，自らバイオディー

ゼル燃料を製造しています。 

バイオディーゼル燃料事業は，①使用済てんぷら油のリサイクル，②二酸化炭素の排出抑制，

③地域コミュニティの活性化等といった意義を有し，④市民の環境意識の向上に役立ってきま

した。現在も，バイオディーゼル燃料は，市バスの一部及びごみ収集車に使用しています。 

また，全国の自治体や民間におけるバイオディーゼル燃料の普及拡大を目指し，本市は，

エコマークの認定に向けた基準策定にも協力し，平成 30 年度には本市で製造するバイオ

ディーゼル燃料（B5，B100）がエコマーク認定を取得しました。 

 

4.8 森林バイオマス活用プロジェクト 

京都市の全面積の約 3/4は森林であり，森林バイオマスが豊富に存在していることか

ら，地域林業の活性化による健全な森林の育成を図るため，未利用間伐材の木質ペレット

での利用促進や，民間主導による木質バイオマス発電の事業化に向けた検討に取り組んで

きました。 

しかしながら，木質ペレットは燃料コスト，燃焼機器のメンテナンスコストが他のエネ

ルギー源と比較して割高であることから，普及が頭打ちとなっており，木質バイオマス発

電の事業化についても事業採算性等に課題があり実現には至っていません。 

そこで，近年全国的に稼働が相次いでいる木質バイオマス発電所への安定的な燃料材の

供給体制を構築し，木質チップを含めた木質バイオマス燃料全体での利用促進を図るとと

もに，民間主導による木質バイオマス発電の検討も継続し，農山村地域における産業の活

性化を目指す取組を進めます。 

 

4.9 先端技術連携プロジェクト 

植物由来の新素材として注目が集まるセルロースナノファイバー（CNF）については，（地

独）京都市産業技術研究所と京都大学が共同して，CNFで強度を高めた樹脂が低コストで生

産できる製造方法「京都プロセス」を開発するなど，取組が加速しています。 

実用化研究が進むセルロースナノファイバーについて，（地独）京都市産業技術研究所が

京都大学や民間企業と連携して，素材や最終製品に活用していけるように CNF の開発を進

めます。 

  ※ セルロースナノファイバー（CNF）とは 

    木材等の繊維（セルロース）をナノ化（1 ミクロンの数百分の一以下）したバイオマ

ス素材であり，鉄の 1/5 の重さで，鋼鉄の 5～8 倍の強度，ガラスの 1/50 の低線熱膨

張率を有するという特徴を持つ。 

（参考）セルロースナノファイバー技術開発プロジェクトについて 

    京都大学生存圏研究所（矢野浩之教授）と（地独）京都市産業技術研究所等が，国立
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研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）の委託を受けて，他の石油

由来複合材料と比較して同等以上の性能かつコスト競争力を持たせることを目指し，

木質系バイオマスから CNF と樹脂の複合材料製造までの一貫プロセスを構築する研究

開発（平成 25 年度～平成 31 年度，7 箇年の予算総額 4,015 百万円）に取り組んだ。 

    現在，パルプを解繊し CNF にしてから樹脂に混合させるのではなく，あらかじめパル

プを化学処理した後，樹脂と混合させる工程でナノファイバー化とナノ分散を同時に

達成できるパルプ直接混錬法を既に開発しており，「京都プロセス」と名付け，サンプ

ル提供を開始している。今後は，同プロジェクトに参画している製紙メーカーにおける

パイロットプラント化に繋げる。 

 

5 8 つのプロジェクト事業以外のバイオマス関連事業 

本市のバイオマス利用を推進するため，8つのプロジェクト事業以外のバイオマス関連事

業にも取り組みます。 

表 21 8つのプロジェクト事業以外のバイオマス関連事業一覧 

基本施策 推進項目 

⑴ 農作物非食用部の活用 
①稲わらや家畜排せつ物などの農業由来バイオマスの有機肥料や家畜

敷料などへの利用促進 

⑵ 森林バイオマスの活用 

①林業に従事する者の養成及び確保 

②間伐促進のための路網整備や高性能林業機械導入 

③間伐材の供給に対する助成 

④間伐材を利用した木質ペレット等木質バイオマスのエネルギー利用

促進 

⑤薪炭（しんたん）の生産・利用の促進 

⑶ 廃棄物系木質バイオ

マスの活用  

①地域産材の利用促進による製材工場残材の副次的利用の拡大 

②公共公益施設の樹木の維持管理等で発生した剪定枝等のたい肥化・チップ化

の推進などの市民や事業者も参加できる緑のリサイクルシステムの構築 

③学校や公園の落ち葉，家庭からの生ごみなどの地域単位での堆肥化の推進 

④クリーンセンターに搬入されている剪定枝,家具などの木質ごみの活用施策

の検討・実施 

⑷ 紙ごみの活用 

①コミュニティ回収における「雑がみ」の回収促進 

②商業施設等の集客力の高い場所を活用した資源回収の推進 

③市施設の古紙回収拠点としての活用推進 

④商店街やオフィス町内会などの事業者が連携した自主的な分別・リ

サイクルの取組支援 

⑤資源化困難な汚れた紙からの高効率なエネルギー回収施策の推進 

⑸ 食品廃棄物の活用 

①食べ残し，手つかず食品などの食ロス削減の推進 

②中央卸売市場第一市場における生ごみ等のリサイクルの推進 

③食品関連事業者への減量・リサイクル指導の徹底 

④リサイクル製品の供給先の確保と利活用支援 

⑤施設稼働状況やリサイクル製品の需給を踏まえたリサイクルのあり

方の検討（施設の誘致，整備等） 

⑹ 廃食用油の活用 
①使用済てんぷら油の回収拠点拡大 

②バイオディーゼル燃料の用途拡大の検討 

⑺ 家畜排せつ物の活用 ①家畜排せつ物のたい肥利用などの循環型畜産業の振興 
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基本施策 推進項目 

⑻ 下水汚泥の活用 
①下水汚泥からのメタンガス等のバイオマスエネルギーの有効活用 

②汚泥焼却灰の資材利用などの関連部局と連携した取組 

⑼ 環境学習・環境教育

と普及・啓発 

①バイオマス活用施設の見学とセットで行うバイオマスに関する環境

学習の推進 

②子どもたちを指導する立場の先生や地域のリーダー等への理解の促

進による指導者から子どもたちへ知識を伝える環境学習の展開 

③市民，団体等と連携したバイオマスに関する普及・啓発の実施 

⑽ バイオマスの活用を

体感・実感 

①伝統文化の森の活動やモデルフォレスト運動の推進（市民の参加に

より，森を守り育てる運動） 

 

6 地域波及効果 

 本市においてバイオマス産業都市構想のプロジェクト事業を推進することによる地域波

及効果を，表 22のとおり試算しました。また，森林の保全，里地里山の再生，流入人口増

加による経済効果の創出，各主体の協働（環境活動等の普及啓発，市民の環境意識向上，環

境教育）も期待されます。 

表 22 地域波及効果 

期待される効果 指 標 定量効果 

地球温暖化防止 

低炭素社会の構築 

・バイオマスのエネルギー利用によ

る化石燃料代替量の増加（令和 8 年

度） 

電力：約 18,000MWh/年（②，⑦） 

熱量：約 97,000GJ/年（③，⑦） 

固形燃料製造量：約 6,000t/年(③) 

廃棄物焼却の削減 ・廃棄物焼却量の削減（令和 8 年度） 約 21,000t/年（②,③,④） 

森林の保全 ・間伐材利用量の増加（令和 8 年度） 約 30,000ｔ/年(⑦) 

経済効果 
・売上及び歳入の増加（平成 29～令和

8 年度） 
約 22.4億円(①,②,⑦) 

  凡例 ①食の循環プロジェクト，②バイオガスプロジェクト，③下水バイオマス活用プロ

ジェクト，④せん定枝の分別・リサイクルプロジェクト，⑤「都市油田」発掘プロジェ

クト，⑥バイオディーゼル燃料プロジェクト，⑦森林バイオマス活用プロジェクト 

   

7 実施体制 

本構想が具体的かつ有効に機能するためには，例えば，バイオマスの収集・運搬やエネル

ギー・マテリアル等のバイオマス製品の利用における市民や事業者等との協働，また，大学

や研究機関等との連携や国・京都府による財政を含む支援が不可欠であり，事業者・市民・

行政がお互いの役割を理解し，共に取り組む体制の構築が必要です。 

各プロジェクト事業の実施や進捗管理は，民間事業者等の実施主体が中心となって行い，

京都市は，情報共有，広報及び国への報告を行います。 
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8 フォローアップの方法 

8.1 取組工程 

本構想におけるプロジェクト事業の取組工程を表 23に示します。本工程は社会情勢等も

考慮しながら，進捗状況や取組による効果等を確認・把握し，必要に応じて変更や修正を行

うなど，最適化を図ります。 

表 23 本構想の取組工程 

時期 短期 
（平成 29～令和元年度） 

中期 
（令和 2～6 年度） 

長期 
（令和 7 年度～） 

１ 

食の循環プロジェクト 

キャンペーン ■   

鮮度保持材販売 ■ ■ ■ 

２ 

バイオガスプロジェクト 

プラント建設 ■   

プラント稼働 ■ ■ ■ 

３ 

下水バイオマス活用プロジェクト 

 汚泥消化タンク関連 

 施設の再整備 
■   

 消化ガスの有効利用 ■ ■ ■ 

 固形燃料化施設 

 の整備 
■ ■  

 固形燃料の有効利用  ■ ■ 

 脱水汚泥等の 

 セメント原料化 
■ ■ ■ 

 土壌改良材販売 ■ ■ ■ 

４ 

せん定枝の分別・リサイクルプロジェクト 

 （家庭系）市によ

る回収・資源化 
■ ■ ■ 

 （事業系）民間リサ

イクル施設への誘導 
■ ■ ■ 

５ 
「都市油田」発掘プロジェクト 

技術紹介 ■ ■ ■ 

６ 

バイオディーゼル燃料プロジェクト 

ごみ収集車及び 

市バスで使用 
■ ■ ■ 

７ 

森林バイオマス活用プロジェクト 

木質ペレットの 

更なる普及拡大 
■ ■ ■ 

小型木質バイオマ

ス発電の導入 
 ■ ■ 

更なる熱利用の普及  ■ ■ 

８ 
先端技術連携プロジェクト 

各プロジェクト等に適宜活用していく 

進捗管理・効果の検証 
 ■ ■ 

 中間評価 最終評価 
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8.2 事業者の支援 

バイオマス産業に取り組む事業者等に対し，廃棄物の適正処理，企業立地，経営課題など，

内容に応じて，各種制度・規制面に関する相談・助言などを，本市所管課が行います。 

 

8.3 効果の検証 

8.3.1 取組効果の客観的検証 

本構想を実現するために実施する各プロジェクト事業の進捗管理及び取組効果の検証は,

各プロジェクトの実行計画に基づいた推進体制で実施します。 

計画期間の最終年度ではバイオマスの利用量・利用率及び具体的な取組内容の進捗状況，

本構想の取組効果の指標について把握し，事後評価時点の構想の進捗状況や取組の効果を

評価します。 

本構想の実効性は，PDCA サイクルに基づく環境マネジメントシステムの手法を用いて継

続して実施することにより効果の検証と課題への対応を行い，実効性を高めていきます。ま

た，効果の検証結果を踏まえ，必要に応じて構想の見直しを行います。 

なお，事後評価については，必要に応じて京都市環境審議会等に報告するとともに，意見

を求め，助言を得ることとします。 

図 7 PDCAサイクルによる進捗管理及び取組効果の検証 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

PLAN 

（取組工程の作成） 

「京都市バイオマス産業都市構想」 

の策定・見直し 

DO 

（取組の実施） 

「京都市バイオマス産業都市構想」 

の実施（プロジェクト事業） 

CHECK 

（進捗状況の点検） 

◆経年的な動向や達成度に応じた要因を

含む進捗状況や効果発現状況等を確

認・評価し，構想の目的や目標を達成

するための課題等を整理 

◆市民・団体，事業者等に，取組状況を

広く発信 

◆国や府，他の自治体との情報交換等，

行政以外の視点による評価も検討 

ACTION 

（取組の見直し） 

◆課題等を踏まえた対策（改善策） 

の検討 

◆京都市環境審議会への報告と意見聴

取（必要に応じて） 

ＰＤＣＡサイクルの確立 
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8.3.2 事後評価 

計画期間が終了する令和 8年度を目途に，計画期間終了時点における「バイオマスの種類

別利用状況」「取組の進捗状況」に加えて，以下の項目等について実施します。 

⑴ 指標の設定 

バイオマスの利用量・利用率以外に，京都市の取組の効果を評価・検証する指標によ

り効果を測定します。 

⑵ 改善措置等の必要性 

進捗状況の確認や評価指標による効果測定等により抽出されたプロジェクト事業の

課題やその原因について，改善措置等の必要性を検討・整理します。 

⑶ 総合評価 

計画期間全体の達成状況について総合評価を行います。 

前節で検討・整理した改善措置等の必要性や社会情勢の変化等を踏まえ，計画期間終

了後の目標達成の見通しについて検討・整理します。 

京都市環境審議会に上記内容を報告し，次期構想策定に向けた課題整理や今後有効

な取組について助言を得て検討を行います。 

 

9 他の地域計画との有機的連携 

 本構想は，市の最上位計画であり「世界文化自由都市」の実現を目指す「京都市基本構想」

のほか，「京都市地球温暖化対策計画」，「京都市循環型社会推進基本計画」等の個別の計画

や京都府における種々の計画等との連携・整合を図りながら，バイオマス産業都市の実現を

目指します。 

このほか，必要に応じて，周辺自治体や京都府外等を含む関係機関における構想・計画・

取組等とも連携を図りながら推進します。 


